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1――再び不安定化の動きを見せる米中摩擦 

 

2025 年 10 月 10 日、米トランプ大統領は自身の SNS に投稿し、11 月 1 日（または、中国による今後の

追加措置や変更次第ではそれ以前）から中国に対して 100％の追加関税と重要ソフトウェアの輸出規制を

実施する考えを表明するとともに、10 月末に開催される APEC における首脳会談見送りの可能性も示唆

した。 

米中摩擦を巡っては、4 月に米国が相互関税を発動し

た際に一時エスカレートした後、5 月以降は沈静化し、

閣僚級協議が続けられてきた。協議は必ずしもテンポよ

く進んでいるわけではないものの、直近で開催された第

4 回目の閣僚級協議では、Tik Tok の米国事業売却につ

いて合意がなされたほか、10 月末には APEC 開催に合

わせ、第 2 次トランプ政権発足後で初となる対面での首

脳会談を開催する方向で動き出すなど一定の進展がみ

られていたなかで、意表を突く動きとなった。マーケッ

トの反応を見る限り、さすがに 4 月の相互関税発表時ほ

どのサプライズとなってはいないものの（図表 1）、米中

関係の不安定さが改めて浮き彫りとなった格好だ。 

 

2――「対中追加関税 100％」投稿に至るまでの最近の経緯 

 

今回の対中追加関税 100％の投稿に至った直接のきっかけは、中国によるレアアースおよび関連技術の
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輸出規制強化だ1。具体的には、超硬質材料やレアアース関連の物資・設備・技術、リチウム電池や人造黒

鉛負極財関連の物資、中国外の組織・企業による第 3 国向けレアアース・関連技術等を対象に輸出規制を

強化する内容となっている。 

もっとも、それ以前から、米中間では協議が継続され、双方で譲歩的な措置がとられる一方、小競り合

いも常態化していた（図表 2）。中国はトランプ大統領による投稿後の 10 月 12 日、商務部報道官の発表を

 
1 トランプ大統領は、「2025 年 11 月 1 日から発効する中国による大規模な輸出規制」とも述べているが、実際の中国の規

制強化の適用開始日は、10 月 9 日、または、11 月 8 日、12 月 1 日（規制により異なる）とされている。 

（図表 2） 

米中摩擦に関する 2025年の主な動向 

 
（資料）新華社、JETRO、日本経済新聞、CISTEC等より、ニッセイ基礎研究所作成 

2 激動の展開を見せる米中摩擦

当面の注目点① 米中摩擦

中国米国

・対米報復関税（LNGや石炭など140億ドル、10～15％）
・レアメタルの輸出規制強化、など

・対中追加関税（全額、10％）
2月

・対米報復関税（大豆やトウモロコシなど220億、10～15％）
・米国からの一部大豆、原木の輸入停止、など

・対中追加関税（全額、10％）
3月

・対米報復関税（全額、34％）
・レアアースの輸出規制強化
・指定米企業からのコーリャン、肉骨粉、家禽肉の輸入停止、など

・相互関税（全額、中国34％）
・デミニミスルール適用終了

4月2日～

・対米報復関税（全額、50％）、など
・追加関税（全額、50％）
※中国の報復に対する報復措置

4月7日～

・対米報復関税（全額、41%）
・米国からの映画輸入削減、など
※「これ以上の関税引き上げに（中略）中国側は付き合わない」考え

・追加関税（全額、41％）
※中国の報復に対する報復措置
（他国・地域は一部一時停止）

4月9日～

・対米報復関税を10％まで引き下げ
・4/2以降に実施の非関税措置も停止
・レアアース輸出規制継続

・対中追加関税を30％まで引き下げ
・華為製AI半導体利用の規制
・半導体設計ソフトの対中販売禁止
・中国人留学生のビザ取消

5月

・条件を満たす輸出管理品目の輸出許可申請を法に基づき審査
・米化学大手デュポンの中国法人に対する独禁法違反調査を一時停止

・一連の対中規制緩和

6月

7月

・Nvidia製半導体の政府関係部門での使用を抑制（報道）・Nvidia等による半導体の対中輸出を許可（売
上の15％を米政府に拠出）
・中国化学企業および個人を制裁対象に指定
・中国の半導体関連企業23社を含む32社をエ
ンティティリストに追加

8月

・米国による半導体の対中規制やアナログ半導体のアンチダンピング
に関する調査を開始

・Nvidiaの2020年のイスラエル企業買収が独占禁止法などに違反
したと発表
・Nvidia製半導体向けAIの購入停止を大手テック企業に指示（報道）

・WTOにおける途上国待遇（特別かつ差別化された待遇）を放棄する
ことを発表
・信頼できないエンティティー・リストに米国企業3社を追加

・輸出規制の適用範囲を、エンティティリストに
掲載された事業体から、同事業体が50％以
上所有する事業体まで拡大

9月

・レアアースや同採掘・精錬技術、同生産・加工設備、リチウム電池、中
国外の組織・企業による第3国向けレアアース・関連技術等の輸出規
制強化
・信頼できないエンティティー・リストに米国の防衛関連企業などを追
加
・米半導体大手クアルコムに対し独禁法違反の疑いで調査開始
・米国企業が所有、運航する船舶等に対して停泊港湾での特別港務費
の徴収を開始
・韓国造船企業の米子会社5社に対して制裁

・木材や同製品等に対する追加関税（中国以外
も含む）を発表
・中国および香港企業をエンティティリストに追
加
・トランプ大統領が100％の対中追加関税を11
月1日から課す考えを表明
・中国企業が所有・運航する船舶等への入港料
徴収や中国製港湾クレーンへの関税引き上げ
開始

10月

米中閣僚級会談（5/10～、於：ジュネーヴ） →関税の一時停止、取り消し等で合意

首脳会談（電話）、米中閣僚級会談（6/9～、於：ロンドン） →合意事項を実施するための枠組みに合意

米中閣僚級会談（7/28～、於：ストックホルム） →8/12～関税の一時停止を再延長

米中閣僚級会談（９/14～、於：マドリード） →TikTok米国事業売却の枠組みに合意

米中首脳電話会談（９/19）
関税、TikTok、中国企業の対米投資、フェンタニル、ロシア・ウクライナ戦争、双方の訪中/訪米などについて会話
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通じて、第 4 回閣僚級協議の後も、米国側でエンティティリスト等への中国企業の追加や輸出規制の適用

範囲拡大2、中国企業が所有・運航する船舶等への入港料徴収に向けた動きがみられたことを問題視してい

ることを明らかにしている。他方、中国側にも、レアアースや半導体、大豆3などで米国に圧力をかける動

きがみられた。こうした経緯を踏まえると、米中関係が再び不安定化する素地は十分にあったといえる。 

中国がこのタイミングでレアアース輸出規制を強化した意図ははっきりしないが、規制強化自体は既定

路線だったものと考えられる。中国商務部によれば、4 月に規制を強化したにもかかわらず、一部の国外組

織・個人を通じてレアアースや関連技術が供給されていたようだ。こうした規制の抜け道を塞ぐために準

備していたプランを、米国の規制強化への対抗措置という位置づけで発表するとともに、交渉のカードに

もする、という戦略ではないだろうか。トランプ大統領は投稿の中で「私は常に、中国は機会をうかがっ

ていると感じていたが、やはり今回も私の見方は正しかった！」と述べており、これは的を射た見方とい

える。他方、レアアース規制強化の発表を受けた米国が、100％追加関税という 4 月以来となる高関税措置

に言及したのは、中国からのレアアースの供給が滞ることに対する危機感がそれだけ強かったということ

かもしれない4。 

 

3――「持久戦」を前提とした中国の交渉スタンスは変わらない見込み 

 

中国は、関税合戦がエスカレーションした 4 月の段階で、党の中央政治局会議において持久戦で臨む姿

勢を打ち出しており、足元で米中関係が不安定化する中でもその姿勢は変わらないと考えられる。経済情

勢をみると、不動産不況は依然として続いており決して盤石ではないものの、内需、外需とも総崩れにな

る状況は回避できる見込みである。内需については、4 月時点では経済政策の下支えにより堅調であった

のに対して、夏場以降は政策効果の弱まり等を受け減速し始めている。ただ、これに対して足元では人民

銀行による資金供給ツールや政策金融機関の活用により再び下支えを強める動きがみられ、必要であれば

追加の財政出動も視野に入れていると考えられる。また、外需に関しても、米国向けの輸出が顕著に悪化

する一方、ASEAN や EU など米国以外向けの輸出は 9 月の時点でも好調であり、米国による関税措置の

影響が緩和されている（図表 3）。政治的にも任期終盤に入り、2027 年には重要イベントである党大会の開

催を控えるなか、必要以上に姿勢を軟化させる可能性は低いだろう。 

10 月 12 日の中国商務部の発表でも、「対話を通じて双方の懸念を解決」するべきと強調する一方、「も

し米側が一方的に突き進むならば、中国側も必ず断固たる対抗措置を取り、自国の正当な権益を守る」と

も述べている。大豆などの対米輸入の拡大や対米投資の拡大、米国内のフェンタニル問題への協力といっ

た譲歩的なカードも交えつつ、対話による解決を主軸に臨む一方、米国が何等かの圧力を加えれば相応の

 
2 適用範囲を、エンティティリストに掲載された事業体から同事業体が 50％以上所有する事業体まで拡大するというもの

（「トランプ米政権、輸出管理の適用範囲を拡大、EL 掲載企業の子会社なども対象に」『ビジネス短信』2025 年 9 月 30

日、https://www.jetro.go.jp/biznews/2025/09/c92c704c4b353243.html）。 
3 「中国は大豆を『交渉』に利用とトランプ氏、4 週間後に首脳会談」（『ロイター』2025 年 10 月 2 日、https://jp.reuters.c

om/markets/commodities/7SWFVHIEGFNS3EOEWBW55D7WDE-2025-10-01/）。 
4 このほか、中国国内では、外交課題のひとつであったガザ停戦が実現したことで対中交渉に集中しやすくなったほか、政

府閉鎖により軍関係者への給与支払いの遅れが生じる懸念があるなか、国内問題を外に転化しようとしたとの見方もあった

（「芦哲：如何看待本轮特朗普的关税威胁？」『網易』2025 年 10 月 13 日、https://www.163.com/dy/article/KBOMPRCQ0

519IGF7.html）。 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2025/09/c92c704c4b353243.html
https://jp.reuters.com/markets/commodities/7SWFVHIEGFNS3EOEWBW55D7WDE-2025-10-01/
https://jp.reuters.com/markets/commodities/7SWFVHIEGFNS3EOEWBW55D7WDE-2025-10-01/
https://www.163.com/dy/article/KBOMPRCQ0519IGF7.html
https://www.163.com/dy/article/KBOMPRCQ0519IGF7.html


 

 

4｜               ｜研究員の眼 2025-10-16｜Copyright ©2025 NLI Research Institute All rights reserved 

対抗措置をとるだろう。100％の追加関税は、まだトランプ大統領による口先だけの発表であり、正式に決

定された措置ではないため、中国も具体的な報復措置について言及していないものとみられるが、仮に追

加関税が実行に移されれば、中国も同等の対米追加関税を発動する可能性が高い。 

 

4――今後想定されるシナリオ 

 

今後当面の米中摩擦の展開を巡っては様々な可能性があるが、主には以下 3 つの可能性が想定されよう。 

1 つ目は、10 月中に事態がいったん沈静化し、現行の関税水準のもとで継続協議となる可能性だ。トラ

ンプ大統領の投稿で一時先行き不確実性が高まった米中関係だが、中国側は、対中追加関税 100％投稿に

対して、上述の通り今のところ抑制的な反応を示している。米国側も、13 日にはトランプ大統領が「彼（中

国の習近平国家主席）も自国の不況なんて望んでいないし、私も同じだ」と投稿したほか、ベッセント財

務長官もインタビューで「週末にかけて米中間で実質的な意思疎通があり（中略）『緊張は大幅に和らいだ』」

し、首脳会談も実施予定と述べるなど、沈静化を図る発言が相次いでいる。実務レベルでの協議は早速始

まっており、今後も、APEC が開催される月末に向けて、10 月いっぱいは双方の協議が続けられる見込み

だ。協議を通じて、米国の輸出規制の適用範囲拡大や中国のレアアース輸出規制強化といった双方の措置

について、運用レベルでの柔軟化で合意することで軌道修正を図るというのが理想的なシナリオである。 

2 つ目は、追加関税が発動される可能性だ。当面の交渉において、10 月末までに合意ができずに時間切

れとなったり、中国が交渉優位に立つために強気の姿勢で臨み、他の対抗的措置の応酬へと広がったりす

れば、100％とはいかないまでも追加関税（例えば 30％）を発動し、関税合戦が再びエスカレーションす

るという展開も想定される。もっとも、対中関税が引き上げられれば、双方の経済への悪影響が強まる可

能性が高い。高関税が常態化するというリスクも無視はできないものの、関税引き下げに向けた交渉が再

び実施されるのではないだろうか。 

3 つ目は、交渉が急速に前進する可能性だ。例えばレアアース規制強化等を巡る合意に加え、中国の譲歩

（図表 3） 
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（資料）中国海関総署、CEICより、ニッセイ基礎研究所作成
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的な対応が功を奏し、関税が現行の水準から引き下げとなる可能性もゼロではない5。ただし、現時点にお

ける他国・地域への相互関税の水準（日本や EU 向け 15％、ベトナム向け 20％等）を踏まえ、対中関税

30％（相互関税 10％およびフェンタニル流入防止を目的とする通商 232 条関税 20％）を、どのような理

屈でどの程度引き下げるのかは不透明だ。 

 

5――おわりに 

 

今後の米中の経済情勢を考えるうえで、向こう数週間の米中協議がどのような展開をみせるかに注視が

必要なことは言うまでもない。ただし、仮に穏健に進んだとしても、今回の出来事で明らかになったよう

に米中関係が不安定な状況は根本的には変わらないだろう。 

また、米中間の摩擦が構造的に定着した今日、今回問題となった双方の輸出規制強化に代表されるよう

に、企業の事業活動に直接影響しうる規制が今後も断続的に米国や中国によって追加、強化される可能性

が高い。規制の適用範囲が広がるにつれて日本企業も影響を受ける可能性が高まるほか、米中間の争いに

第 3 国が巻き込まれるリスクもあることから6、米中摩擦を中心に地政学的影響を受けやすい事業や製品を

把握してサプライチェーン上のリスクを洗い出し、コンティンジェンシープラン策定等の対応をとること

が一層必要となるだろう。 

 

 

 

 
5 米中交渉とは関係なく、米国内で最高裁による国際緊急経済権限法（IEEPA）に基づく関税措置について違憲判決が下さ

れる可能性もある（「米最高裁の IEEPA 関税の判断、早ければ年内に、還付手続きの行方に注目」『ビジネス短信』2025 年

9 月 17 日、https://www.jetro.go.jp/biznews/2025/09/21628c24d2bfb711.html）。 
6 中国は、10 月 14 日、米国の通商法 301 条調査に協力したことを理由に、韓国の造船企業の米国子会社に制裁を科すこと

を発表した。 

本資料記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と完全性を保証するものではありません。 

また、本資料は情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2025/09/21628c24d2bfb711.html

